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山）、17th International Economic Association World Congress(2014 年、死
海 )、 the 5th World Congress of Environmental and Resource Economists 







2. 背景となる理論  












































わせることで、福祉を測れる（Hamilton and Clemens 1999; Dasgupta and 
Mäler 2000）。この資本を足し合わせたものは、包括的富、新しい国富などと
呼ばれ（UNU-IHDP and UNEP 2012）、包括的富の増加はジェニュイン・セイ
ビング」として世界銀行が 1999年から公表を行っている（Pearce and Atkinson 
1993; World Bank 2013） 2。この包括的富が減っていないことを、持続可能な
発展と定義することができる（Cf. Pezzey 1992）。  
この考え方の最大の長所は、正確に測れば、基盤たる包括的富（図 9-2 の右
                                                   



































































も震災前を  100 とする）の二つの指数から成り立っている 3。たとえば被災 3
県で、震災発生から 5 カ月がたった 8 月時点で 7 割を超える程度の復旧度と
報告されていた。この指数は、中長期的なストックよりも、ライフライン等の
急を要するフローやストックの短期的な復旧に注目したものと言える。  
被害額の推計としては、内閣府（防災担当）は 2011 年 6 月に、建築物等が
10.4 兆円、社会基盤施設が 2.2 兆円等、合計 16.9 兆円という推計を発表して
いる 4。他にも、政策投資銀行の「東日本大震災資本ストック被害金額推計」
や各民間シンクタンクが被害額を推計しており、16～25 兆円の範囲となってい
                                                   
3 http://www.nira.or.jp/outgoing/report/entry/n110908_581.html 2015 年 9
月 3 日閲覧  

















て 2000 年の相場に対応する 1 ドル 107.77 円で固定しているが、国際比較を行
っているわけではないので、この点は問題を生じない。またこれ以降のグラフ
で示した年数は、利用可能なデータによりまちまちであるが、最終的に包括的
富を算出する際には、2000 年以降にのみ注目している。  
 
3.1. 人工資本  
 以下の推計では、各年の固定資本形成から減耗を引く恒久棚卸法を用いた。
すなわち、  
𝐾𝐾(𝑡𝑡) = 𝐾𝐾(𝑠𝑠) + ∑ (𝐼𝐼(𝜏𝜏) − 𝐷𝐷(𝜏𝜏) + 𝑜𝑜(𝜏𝜏))𝑡𝑡𝜏𝜏=𝑠𝑠 ,   (3) 
である。ここで 𝐼𝐼(𝜏𝜏)は 𝜏𝜏時点での粗投資、𝐷𝐷(𝜏𝜏)は 𝜏𝜏時点での減耗、𝑜𝑜(𝜏𝜏)は 𝜏𝜏時点での
偶発損を表し、県データの利用可能性から s＝1975 とした 7。ここで人工資本
                                                   
5 例外的に、UNU-IHDP and UNEP (2012)第 4 章は米国内の各州の富を算出
し、州間格差が小さいことを見出している。  
6詳細なデータの出所や算出方法、仮定、感度分析等については、Yamaguchi, 
Sato and Ueta (2016)を参照されたい。  
7 1975 年をベンチマークにしているので、厳密には恒久棚卸法ではない。し







率を掛け合わせると、震災による被害は 330 億ドル程度と推計された。図 9-3
に、ストックの推移を示す。  
 
図 9-3 宮城県の人工資本ストックの価値の推移（単位：百万ドル）  
 
 




いことを特記したい。Hamilton and Clemens (1999)は教育支出を人的資本の
代理変数として測定しているが、アウトプットとしての指標がより資本と呼べ
るものに近いと考えられるため、後者の立場をとる Arrow et al. (2012)に従っ








た。人的資本の量そのものは  H(t) = P(t)erT,   (4) 
と表現できる。ここで P(t)は t 時点で 15 歳以上の人口であり、r は教育の収益
率で 8.5%と想定している。T は教育の達成度（平均就学年数）であり、日本全
体の指標を Barro and Lee (2011)から採用した。人的資本 1 単位のシャドー価
格は  
𝑝𝑝𝐻𝐻(t) = ∫ 𝑊𝑊(𝜏𝜏)L(τ)erT𝑡𝑡+𝑚𝑚𝑡𝑡 e−δτ𝑑𝑑𝜏𝜏,   (5) 
であり、ここで W(t)は県民雇用報酬、L(t)は労働参加人口（労働力調査）、δ は
割引率（5％と仮定）、m は平均労働残存年数（20 年と仮定）である。  
  2000 年から 2010 年にかけては、教育の達成度が日本全体で 10.923 年から
11.582 年に約 6 年増え、成人人口も 2,010 千人から 2,038 千人に増えたことか
ら、人的資本は震災の年を除けば増加傾向にあった（図表の赤線、右軸、単位
は千）。雇用報酬は 4,752 十億円から 4,146 十億円に減少しているが、期間内の
人的資本のシャドー価格は期間の平均をとり一定とした。結果として図 9-4 の
ように、2010 年に人的資本の価値は 9,810 億ドルとピークを迎え、その後震災
等の影響も受け下がっていることがわかる。  
 
図 9-4 宮城県の人的資本の量と価値の推移（単位：左軸十億ドル、右軸千）  
 













H=qES,   (6) 

























太価値を使った。Bolt et al. (2002)に従い、市場価格に占めるレンタル価値の
割合は 50％と仮定した。木材以外の森林の価値は、先行研究に従い、ヘクター
ルあたり 190 ドルと仮定した (Lampietti and Dixon 1995; UNU-IHDP and 










































価格は米作農地 3,314 千ドル、それ以外の農地 47,113 千ドルとなる。これに農
地のストック量をかけて変化を見たのが図表 7 である。震災の前後で、価値に
して数十億ドル相当、ストック総価値の 1 割弱が失われ、特に田以外の畑（図
                                                   
10「東日本大震災 農業の被害状況」  
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9-7 の上側の線）でその被害が大きかったことがわかる。  
 
図 9-7 宮城県の農地ストックの価値の推移（単位：百万ドル）  
 
 








（Hamilton 2012）。  
実際の計算には、戒能（2013）による県別のエネルギー消費量データと排出
係数を用いた。図 9-8 より、2005～7 年に排出量がピークを迎えたことがわか























































































ゲインは、1 バレルあたりの原油価格が 2000 年から 2011 年に 28.50 ドルから
年率 5％で上昇したと仮定した。なお実際の価格上昇は 13％だったことから
（BP 2012）、この上昇率は保守的な仮定と言える。その結果、図 9-9 の通り、
2011 年には石油価格の高騰と化石燃料の消費増加により、キャピタルロスが



























（Aronsson et al. 2012)。これを反映させて、一般政府債務を宮城県の県内総
生産で按分し、係数を 0.3 として超過負担を算出した 13。  












3.9. 人口と技術の変化  
 外生要因であるが持続可能性の評価に重要なものが、人口と技術変化である。
                                                   











価値を調整しなければならない（Arrow et al. 2003）。しかし一定の条件のもと
では、一人当たり富だけで持続可能性を判定できることから（Arrow et al. 
2012）、本稿でも同様に単純化することとする。一人当たり富の変化率は、宮城
県全体の富の変化率から、人口増加率を差し引けば求まる。宮城県人口は、2003
年に 237 万人余りでピークを迎え、その後は減少傾向にある 14。  
 また技術変化も、外生的に経済の生産性を上げる資本として包括的富にカウ
ントされる。本来であれば、自然資本の投入を説明した後に残る残差を全要素
生産性（TFP）として用いるべきである（Vouvaki and Xepapadeas 2009; UNU-
IHDP and UNEP 2014）。GDP の成長会計での TFP であれば総務省（2008）
や三橋（2010）などの研究があるが、一貫したデータが得られなかったため、
本章では TFP を考慮しなかった。  
 
4. 宮城県における包括的富  
 前節まででみてきたように、個別の資本が受けた被害はかなり大きなもので




11 の通り、約 4 分の 3 を人的資本が占め、それに続いて人工資本（5 分の 1）、
森林資源（5％）、農地（2％）、漁業資源（1％）となった。人的資本が 7 割以上
を占めることは、日本をはじめとする（枯渇性資源のない）先進国に共通して
いる（UNU-IHDP and UNEP 2012）。  
 
  
                                                   
14毎年 10 月 1 日時点での人口データを用いた。  
17 
 













この変化が大きいことを確認するため、図 9-12 の下のパネルに、UNU-IHDP 















図 9-12 宮城県の包括的富の変化の内訳（2000～2011 年）  



























(1) 人工資本  0.35% -0.67% -5.59% 
(2) 人的資本  0.90% 0.50% -0.39% 
(3) 自然資本：農地  -0.54% -0.19% -7.15% 
(4) 自然資本：水産資源  N.A. -8.23% 107.19% 
(5) 自然資本：森林資源  -3.83% 1.94% 1.68% 
(6) 自然資本：二酸化炭素の排出  -0.07% -0.08% -0.08% 
(7) 石油のキャピタルゲイン  -1.16% -1.45% -2.04% 
(8) 財政赤字の超過負担  -0.55% -0.47% -0.76% 
(9) 包括的富  0.23% -0.16% -1.76% 
(10) 人口変化  -0.04% -0.10% -1.06% 
(11) 一人当たり包括的富  0.28% -0.06% -0.69% 










(Arrow et al. 2003)。さらに、高齢化社会では、生産人口は消費人口よりも速
いスピードで減る。したがって、人的資本のシャドー価格には、今後の人口構
造の変化を世代（コーホート）別に反映させる必要がある（Yamaguchi 2014）。


















6. 結びにかえて――研究の課題と政策的含意  





                                                   
16 http://www.town.namie.fukushima.jp/uploaded/attachment/71.pdf 2015
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